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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第101期

第２四半期連結
累計期間

第102期
第２四半期連結
累計期間

第101期

会計期間

自　平成23年
４月１日
至　平成23年
９月30日

自　平成24年
４月１日
至　平成24年
９月30日

自　平成23年
４月１日
至　平成24年
３月31日

営業収益 百万円 444,810 450,130 942,790

経常利益 百万円 10,087 15,853 27,169

四半期（当期）純損益 百万円 △1,432 9,286 8,666

四半期包括利益又は

包括利益
百万円 △4,828 9,442 16,459

純資産額 百万円 160,975 193,784 192,338

総資産額 百万円 1,852,9201,839,7341,839,572

１株当たり四半期

（当期）純損益
円 △0.84 5.45 5.09

潜在株式調整後１株

当たり四半期（当期）

純利益

円 － 5.26 4.95

自己資本比率 ％ 8.6 9.8 9.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
百万円 26,886 33,397 81,313

投資活動による

キャッシュ・フロー
百万円 △29,143 △31,157 △54,317

財務活動による

キャッシュ・フロー
百万円 4 △5,279 △36,138

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
百万円 30,837 20,833 23,588

回次
第101期

第２四半期連結
会計期間

第102期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自　平成23年
７月１日
至　平成23年
９月30日

自　平成24年
７月１日
至　平成24年
９月30日

１株当たり四半期

純損益
円 △2.08 2.65

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．営業収益には、消費税等は含んでおりません。

３．第101期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、１株当たり四半

期純損失のため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

EDINET提出書類

近畿日本鉄道株式会社(E04102)

四半期報告書

 3/25



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当社の連結子会社であるクラブツーリズム株式会社（以下「クラブツーリズム」といいます。）は、平成24年８月

10日開催の同社取締役会において、平成25年１月１日（予定）を効力発生日として、近畿日本ツーリスト株式会社

（以下「近畿日本ツーリスト」といいます。）を株式交換完全親会社、クラブツーリズムを株式交換完全子会社とす

る株式交換（以下「本株式交換」といいます。）により、両社の経営統合を行うことを決議し、両社の間で株式交換契

約を締結いたしました。なお、本株式交換は、平成24年11月27日開催予定の両社の臨時株主総会の決議による本株式交

換契約の承認を受けて行われる予定であります。

　

株式交換の概要は、以下のとおりであります。

　

（1）株式交換の目的

本株式交換は、近畿日本ツーリストが持つブランド、強力な営業力と販売ノウハウ、ネットワークなどの強みと、ク

ラブツーリズムが持つ会員組織化によるマーケティング力や優れた商品企画力、無店舗販売によるローコスト経営な

どの強みを最大限活用することで生まれるシナジー効果により、地域活性化事業やビジット・ジャパン事業などの新

たなビジネスチャンスを確実に獲得し、他社グループにはない旅行事業のビジネスモデルを構築していくことを目的

としたものであります。

　

（2）株式交換比率 

会　社　名
近畿日本ツーリスト

（株式交換完全親会社）

クラブツーリズム

（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る

割当ての内容
1 8,500

本株式交換により

発行する株式数

　普通株式：160,551,514株

（近畿日本ツーリストは、その保有する自己株式98,486株を株式交換によ

る株式の割当てに充当する。）

  　

（注１）本株式交換に係る株式の割当比率
クラブツーリズムの普通株式１株に対して、近畿日本ツーリストの普通株式8,500株を割当て交付いたし
ます。なお、上記株式交換比率は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社協議のうえ、変更
することがあります。

（注２）近畿日本ツーリストが本株式交換により交付する株式数
近畿日本ツーリストは、本株式交換により、普通株式160,650,000株を割当て交付いたしますが、その保有
する自己株式（平成24年６月末現在98,486株）を本株式交換による株式の割当てに充当する予定です。　

（注３）本株式交換による近畿日本ツーリストの子会社化
近畿日本ツーリストは、本株式交換により、普通株式138,660,500株を当社に割当て交付いたしますが、そ
の結果、当社の近畿日本ツーリストに対する所有割合は、12.0％から58.5％となり、同社は当社の関連会社か
ら子会社となります。
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（3）株式交換比率の算定根拠

本株式交換の株式交換比率の公正性を確保するため、両社は、それぞれ別個に両社から独立した第三者算定機関に

株式交換比率の算定を依頼することとし、近畿日本ツーリストは三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社（以

下「三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券」といいます。）を、クラブツーリズムは野村證券株式会社（以下「野村

證券」といいます。）を、株式交換比率の算定に関する第三者算定機関としてそれぞれ選定いたしました。

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、上場会社である近畿日本ツーリスト株式については、市場株価分析、類似

企業比較分析およびディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下、「ＤＣＦ分析」といいます。）を、それぞれ

採用して算定を行いました。クラブツーリズムについては類似企業比較分析およびＤＣＦ分析を、それぞれ採用して

算定を行いました。　

近畿日本ツーリストおよびクラブツーリズムは、それぞれの第三者算定機関から提出を受けた株式交換比率の算定

結果を参考に慎重に検討し、両社間で交渉・協議を重ねました。その結果、近畿日本ツーリストおよびクラブツーリズ

ムは、それぞれ上記(2)に記載の株式交換比率（以下「本株式交換比率」といいます。）は妥当であり、それぞれの株

主の利益を損ねるものではないとの判断に至ったため、本株式交換比率により本株式交換を行うことにつき、平成24

年８月10日開催の近畿日本ツーリストおよびクラブツーリズムの取締役会の決議に基づき、両社間で本株式交換契約

を締結いたしました。

　

（4）当該株式交換の後の株式交換完全親会社となる会社の概要

① 商号　　　　　　ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社

② 本店の所在地　　東京都千代田区東神田１丁目７番８号

③ 代表者の氏名　　代表取締役会長　吉川　勝久

代表取締役社長　戸川　和良

代表取締役　　　岡本　邦夫

④ 資本金の額　　　7,579百万円

⑤ 純資産の額 　　 現時点では確定しておりません。

⑥ 総資産の額　　　現時点では確定しておりません。

⑦ 事業の内容　　　グループ経営管理事業　

　

(注）なお、本株式交換とあわせて、会社分割（吸収分割）により近畿日本ツーリストの団体旅行事業および個人旅

行事業に関する権利義務を新たに設立する新会社に承継させることにより、近畿日本ツーリストは純粋持株会社と

なります。また、近畿日本ツーリストは、その商号を「ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社」に変更する予定

です。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、東日本大震災からの復興需要等を背景として底堅さもみられるもの

の、世界景気の減速等により、後半にかけて設備投資や個人消費などで足踏みがみられました。また、景気の先行き

についても、欧州や中国等、対外経済環境を巡る不確実性が高く世界景気のさらなる下振れが懸念され、不透明な状

況が続くものと思われます。

このような状況のなか、当社グループの第２四半期連結累計期間の経営成績につきましては、営業収益は震災発

生後の出控えの反動増からホテル・レジャー業で増収となりましたため、流通業における不採算店舗の閉鎖等によ

る減収を差し引き、前年同期に比し、1.2％増の450,130百万円となりました。

次に利益面におきましては、運輸業、ホテル・レジャー業が増収のほか、諸経費削減により損益が改善しましたた

め、営業利益は前年同期に比し、34.5％増の22,358百万円となり、営業外損益で、営業外収益は負ののれんの償却が

前期に終了したことなどにより減少し、営業外費用は金利の低下により支払利息が減少しましたため、経常利益は

前年同期に比し57.2％増の15,853百万円となりました。特別損益で、特別利益は、工事負担金等受入額や固定資産売

却益が増加しましたため、前年同期に比し730百万円増加し、特別損失は、工事負担金等圧縮額や減損損失が増加し

たほか、子会社の㈱近鉄松下百貨店での店舗閉鎖に係る事業整理損を計上しましたが、前年は流通業で多額の経営

構造改革費用を計上しておりましたため、前年同期に比し8,928百万円減少し、法人税等、少数株主利益を控除した

四半期純利益は、前年同期に比し10,718百万円損益改善の9,286百万円となりました。

各報告セグメントの業績は、次のとおりであります。

①運　輸

（Ａ）概　要

鉄軌道部門における東日本大震災発生後の出控えの反動増や前年６月の高速道路料金休日上限千円制度廃

止による増収のほか、本年３月のダイヤ変更による特急列車の利用者の増加により、運輸業全体の営業収益は

前年同期に比し1.2％増の106,835百万円となり、営業利益は、鉄軌道部門で増収のほか人件費など諸経費の削

減に努めましたため、前年同期に比し13.9％増の16,035百万円となりました。

（Ｂ）営業成績

ａ．提出会社の鉄軌道事業運輸成績表

種　　別 単　位
当第２四半期連結累計期間

(平成24年４月～平成24年９月)前年同期比(％)

旅客人員

定　期 千人 175,859 △1.3

定期外 千人 112,369 2.0

計 千人 288,228 △0.0

旅客収入

定　期 百万円 24,400 △1.9

定期外 百万円 48,536 2.5

計 百万円 72,936 1.0
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ｂ．グループの営業成績

業　　種 単　位
当第２四半期連結累計期間

(平成24年４月～平成24年９月)前年同期比(％)

鉄軌道事業 百万円 77,431 0.9

バス事業 百万円 16,769 0.2

タクシー業 百万円 5,515 1.2

交通広告業 百万円 3,956 1.1

鉄道施設整備業 百万円 11,901 8.7

海運業 百万円 914 5.4

レンタカー業 百万円 1,565 1.0

消去 百万円 △11,218 －

営業収益計 百万円 106,835 1.2

②不動産

（Ａ）概　要

不動産販売部門でマンション分譲戸数の減少により減収となりましたため、不動産業全体の営業収益は前年

同期に比し2.0％減の51,678百万円となりましたが、営業利益は、マンション販売の利益率の向上などにより、

前年同期に比し10.1％増の2,752百万円となりました。

（Ｂ）営業成績

業　　種 単　位
当第２四半期連結累計期間

(平成24年４月～平成24年９月)前年同期比(％)

不動産販売業 百万円 29,106 △5.0

不動産賃貸業 百万円 9,378 1.7

不動産管理業 百万円 15,618 2.0

消去 百万円 △2,424 －

営業収益計 百万円 51,678 △2.0

③流　通

（Ａ）概　要

百貨店部門が主として不採算店舗の閉鎖等により減収となりましたため、流通業全体の営業収益は前年同期

に比し4.6％減の186,689百万円となりましたが、営業利益は百貨店部門における不採算店舗閉鎖や前期の希望

退職者の募集による人件費の減少などにより、減収による減益を吸収し前年同期に比し2.1％減の1,398百万円

となりました。

（Ｂ）営業成績

業　　種 単　位
当第２四半期連結累計期間

(平成24年４月～平成24年９月)前年同期比(％)

百貨店業 百万円 134,454 △6.2

ストア・飲食業 百万円 52,829 △1.6

消去 百万円 △594 －

営業収益計 百万円 186,689 △4.6
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④ホテル・レジャー

（Ａ）概　要

旅行部門及びホテル部門で、震災発生後の出控えの反動増により、ホテル・レジャー業全体の営業収益は前

年同期に比し15.2％増の108,345百万円となり、営業利益は前年同期に比し3,815百万円損益改善の1,777百万

円となりました。

（Ｂ）営業成績

業　　種 単　位
当第２四半期連結累計期間

(平成24年４月～平成24年９月)前年同期比(％)

ホテル業 百万円 22,265 10.2

旅行業 百万円 79,746 18.7

映画業 百万円 1,509 △13.9

旅館・レジャー施設業 百万円 4,823 △2.6

消去 百万円 － －

営業収益計 百万円 108,345 15.2

⑤その他

（Ａ）概　要

情報処理部門での受注増により、その他の事業全体の営業収益は前年同期に比し12.7％増の6,613百万円と

なりましたが、営業利益は、保険代理部門で長期の損害保険契約の更新が端境期でありましたため、前年同期に

比し46.6％減の251百万円となりました。

（Ｂ）営業成績

業　　種 単　位
当第２四半期連結累計期間

(平成24年４月～平成24年９月)前年同期比(％)

ケーブルテレビ業 百万円 4,762 6.5

情報処理業 百万円 1,611 60.9

保険代理業 百万円 239 △39.4

消去 百万円 － －

営業収益計 百万円 6,613 12.7

（２）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の期末残高は20,833百万円で、前期末に比し2,755百万

円減少いたしました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得た資金は33,397百万円で、税金等調整前四半期純利益の増や仕入債務の減少額の減により、法

人税等の支払額の増や前年の資金支出の伴わない経営構造改革費用の計上を差し引き、前年同期に比し6,511百万

円収入額が増加しました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は31,157百万円で、固定資産の取得による支出の増加や工事負担金等受入による収

入の減により、前年同期に比し支出額が2,014百万円増加いたしました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により支出した資金は5,279百万円で、長期借入金の返済や社債の償還が増加いたしましたため、収入超

過であった前年同期に比し5,284百万円支出額が増加いたしました。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新たに発生し

た課題はありません。

なお、当社では、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を決定しております。

基本方針の内容、基本方針の実現に資する特別な取組みの内容、基本方針に照らして不適切な者によって財務及

び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの内容並びに取組みについての当社取締役会の判

断及びその判断にかかる理由は、次のとおりであります。

① 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

「進取の精神と誠実な企業活動により社会の発展に貢献し、人々の信頼を得たい」との経営理念のもと、鉄道事

業における安全性や公共性の確保と、株主、顧客、取引先、従業員などとの信頼関係の維持に十分に配慮し、長期的な

視点に立った企業活動を行うことが企業価値向上及び株主共同の利益の確保に資すると考える。財務及び事業の方

針の決定を支配する者の在り方については、かかる見地から株主自身が判断するものと考えている。しかしながら、

当社株式に対する大規模買付行為が行われた場合において、当該買付行為が株主に十分な情報提供が行われないも

のであるときあるいは十分な検討期間もないまま行われるものであるとき、また、買付後の経営が鉄道事業におけ

る安全性や公共性を脅かすものであるときには、当社取締役会は企業価値及び株主共同の利益を毀損する買付行為

を防止する方策を採用する。

② 上記基本方針にかかる取組みの具体的内容

ａ.「近鉄グループ経営計画（平成22年度～平成26年度）」に基づき、三大ターミナルプロジェクトをはじめ、鉄道業

を中心に沿線深耕に注力し、当社百年の歴史の重みと沿線の文化・観光の厚みを踏まえ、沿線の利便性・魅力度向上

を図る。また、少子高齢化、人口減少などの市場の変化に対応するため、全事業において構造改革を着実に進めるとと

もに、収益基盤の確立に向けた事業創出を図り、新たな成長戦略を描く。グループ経営については、戦略機能と管理機

能を強化し、グループの総合力を高める。

ｂ．当社株式に対する大規模買付行為が行われた場合において、買付者等からの十分な情報提供と、株主及び当社取締

役会が大規模買付行為の是非を検討するのに必要な期間を確保するとともに、企業価値及び株主共同の利益を毀損

する買付行為を防止するため、平成22年６月25日の当社定時株主総会の決議により当社株式の大規模買付行為に関

する対応方針（以下「本対応方針」という。）を継続した。なお、当社株主総会において本対応方針を廃止する旨の

議案が承認された場合には、本対応方針はその時点で廃止されるものとしている。

本対応方針の内容は、当社が発行者である株式等について保有者の株券等保有割合の合計を20％以上とすること

を目的とする買付け、または当社が発行者である株式等について結果として公開買付けにかかる株式等の株式等所

有割合及び特別関係者の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けを「大規模買付行為」とし、また当該

買付けを行う者を「買付者等」として、買付者等に対し当社取締役会への当該大規模買付行為に関する情報提供を

要求するものである（ただし、買付行為の前に当該買付けにつき当社取締役会の承認がある場合を除く。）。

買付者等が当社取締役会のあらかじめ定める手続に従わない場合、または当該買付けが当社の企業価値あるいは

株主共同の利益を著しく損なうものであると判断される場合には、当社取締役会の決議により、当該買付者等は行

使することができないという行使条件を付した新株予約権の株主割当てを実施し、当該大規模買付行為による損害

を防止する。なお、かかる判断にあたっては、当社取締役会から独立した第三者機関である独立委員会の勧告を最大

限尊重する。

③ 上記②の取組みについての当社取締役会の判断及びその判断にかかる理由

「近鉄グループ経営計画（平成22年度～平成26年度）」を着実に実行し、中長期にわたり沿線価値の向上につな

がる企業活動を続けていくことにより、地域の皆様から信頼を得ることができ、沿線価値ひいては当社の企業価値

の向上が実現し、株主共同の利益が高まることが期待される。

本対応方針は、企業価値の向上及び株主共同の利益確保を図る観点から、買付者等からの十分な情報提供と、株主

及び当社取締役会が大規模買付行為の是非を検討するのに必要な期間を確保するために定めるものであり、特定の

株主または投資家を優遇あるいは拒絶するものではない。

本対応方針は、株主総会における株主の意思をもって継続されるものであるとともに、その廃止も株主総会にお

ける株主の意思によって行うことができる。当社取締役の任期は１年となっており、期差選任や解任制限等も採用

していないため、株主の意思を反映しやすい仕組みとなっている。

また、当社取締役会が対抗措置の発動を判断するにあたっては、独立性の高い独立委員会が企業価値・株主共同

の利益の確保・向上の観点から行った合理的かつ客観的な判断を踏まえて発動される仕組みとなっており、当社取

締役会の恣意的判断を排除している。

対抗措置として発行する新株予約権並びにその行使条件についても、新株予約権を当社取締役会の承認を得て第

三者に譲渡することが可能であり、また、事前に新株予約権の発行条件及び発行内容について開示を行うなど、企業

価値向上及び株主共同の利益確保に必要かつ相当な範囲内の対抗措置であるといえる。

したがって、当社取締役会は、前記②の取組みは基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではな

いとともに、役員の地位の維持を目的とするものでないと判断している。

（４）研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　　　類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,000,000,000

計 4,000,000,000

②【発行済株式】

種　類
第２四半期会計期間末現在

発行数（株）
（平成24年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年11月13日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内　容

普通株式 1,711,120,616 1,711,120,616

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

１単元株式数

1,000株

計 1,711,120,616 1,711,120,616 － －

（注）提出日現在の発行数には、平成24年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年　月　日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成24年７月１日～　

平成24年９月30日
－ 1,711,120 － 92,741 － 25,279
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（６）【大株主の状況】

 （平成24年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 67,234 3.93

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 58,314 3.41

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 39,746 2.32

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 37,961 2.22

SSBT OD05 OMNIBUS

ACCOUNT-TREATY CLIENTS

（常任代理人　香港上海銀行東京

支店）

338 PITT STREET SYDNEY NSW 2000

AUSTRALIA

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

32,876 1.92

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 22,728 1.33

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口１）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 16,455 0.96

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 16,291 0.95

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口６）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 15,881 0.93

株式会社南都銀行 奈良市橋本町16番地 14,962 0.87

計 － 322,450 18.84

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 （平成24年９月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    23,797,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,672,243,0001,672,243 －

単元未満株式 普通株式    15,080,616 － －

発行済株式総数             1,711,120,616－ －

総株主の議決権 － 1,672,243 －

（注）１．「完全議決権株式(自己株式等)」の欄の普通株式は、当社所有の自己株式3,818,000株及び相互保有株式

19,979,000株であります。

２．「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、5,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数5個が含まれております。
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②【自己株式等】

 （平成24年９月30日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式
数（株）

他人名義
所有株式
数（株）

所有株式
数の合計
（株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

(自己保有株式)  　 　 　 　

近畿日本鉄道株式会社 大阪市天王寺区上本町６丁目１番55号 3,818,000－ 3,818,0000.22

(相互保有株式)  　 　 　 　

三重交通株式会社 三重県津市中央１番１号 13,438,0005,000,00018,438,0001.08

三交興業株式会社 三重県亀山市関町萩原39番地 1,541,000－ 1,541,0000.09

計 － 18,797,0005,000,00023,797,0001.39

（注）三重交通株式会社の他人名義所有株式5,000,000株は、同社が退職給付信託（日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（三井住友信託銀行株式会社再信託分・三重交通株式会社退職給付信託口）名義分2,500,000株及び日本マ

スタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・三重交通株式会社口）名義分2,500,000株）に拠出したもので

あります。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成

24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 23,918 21,195

受取手形及び売掛金 27,139 25,861

商品及び製品 15,464 14,762

仕掛品 1,021 2,768

原材料及び貯蔵品 3,027 2,959

販売土地及び建物 174,756 180,200

その他 63,345 55,685

貸倒引当金 △579 △950

流動資産合計 308,094 302,482

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 597,984 588,582

土地 655,363 654,794

建設仮勘定 61,710 77,021

その他（純額） 60,831 60,636

有形固定資産合計 1,375,890 1,381,036

無形固定資産

のれん 3,608 2,244

その他 8,954 8,665

無形固定資産合計 12,563 10,909

投資その他の資産

投資有価証券 72,585 73,677

その他 70,388 70,955

貸倒引当金 △1,648 △1,637

投資評価引当金 △305 △285

投資その他の資産合計 141,019 142,709

固定資産合計 1,529,473 1,534,655

繰延資産 2,004 2,595

資産合計 1,839,572 1,839,734
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 37,818 38,489

短期借入金 290,098 291,245

1年以内償還社債 90,800 79,240

未払法人税等 6,956 6,096

賞与引当金 7,913 9,058

商品券等引換損失引当金 4,048 4,091

その他 149,387 146,770

流動負債合計 587,023 574,991

固定負債

社債 307,400 318,560

長期借入金 602,667 603,236

退職給付引当金 8,978 9,521

役員退職慰労引当金 134 30

関係会社整理損失引当金 804 －

建物等除却損失引当金 1,181 1,181

その他 139,045 138,428

固定負債合計 1,060,211 1,070,957

負債合計 1,647,234 1,645,949

純資産の部

株主資本

資本金 92,741 92,741

資本剰余金 27,317 27,313

利益剰余金 △13,860 △15,352

自己株式 △1,781 △1,768

株主資本合計 104,416 102,934

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,041 833

繰延ヘッジ損益 172 △58

土地再評価差額金 82,371 84,887

為替換算調整勘定 △7,611 △7,448

その他の包括利益累計額合計 75,974 78,213

少数株主持分 11,947 12,636

純資産合計 192,338 193,784

負債純資産合計 1,839,572 1,839,734
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(平成23年４月１日から
　平成23年９月30日まで)

当第２四半期連結累計期間
(平成24年４月１日から
　平成24年９月30日まで)

営業収益 444,810 450,130

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 381,253 380,923

販売費及び一般管理費 ※1
 46,931

※1
 46,848

営業費合計 428,184 427,772

営業利益 16,625 22,358

営業外収益

受取利息 149 130

受取配当金 371 293

負ののれん償却額 152 －

持分法による投資利益 2,302 2,248

その他 1,746 1,576

営業外収益合計 4,722 4,249

営業外費用

支払利息 9,698 8,821

その他 1,562 1,933

営業外費用合計 11,261 10,754

経常利益 10,087 15,853

特別利益

工事負担金等受入額 5,767 6,127

固定資産売却益 59 441

有価証券売却益 100 －

その他 38 126

特別利益合計 5,965 6,696

特別損失

工事負担金等圧縮額 5,762 6,125

固定資産売却損 18 87

固定資産除却損 240 366

減損損失 24 518

経営構造改革費用 ※2
 10,464 －

事業整理損 － ※3
 845

その他 996 635

特別損失合計 17,507 8,578

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,454 13,971

法人税等 3,252 4,205

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△4,707 9,765

少数株主利益又は少数株主損失（△） △3,275 479

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,432 9,286
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(平成23年４月１日から
　平成23年９月30日まで)

当第２四半期連結累計期間
(平成24年４月１日から
　平成24年９月30日まで)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△4,707 9,765

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 125 △28

繰延ヘッジ損益 △321 △236

土地再評価差額金 △5 －

為替換算調整勘定 △41 58

持分法適用会社に対する持分相当額 121 △116

その他の包括利益合計 △121 △322

四半期包括利益 △4,828 9,442

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,664 9,010

少数株主に係る四半期包括利益 △3,164 432
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(平成23年４月１日から
　平成23年９月30日まで)

当第２四半期連結累計期間
(平成24年４月１日から
　平成24年９月30日まで)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△1,454 13,971

減価償却費 23,709 23,283

のれん償却額 1,489 1,364

負ののれん償却額 △152 －

工事負担金等圧縮額 5,762 6,125

減損損失 24 518

工事負担金等受入額 △5,767 △6,127

固定資産売却損益（△は益） △40 △354

有価証券売却損益（△は益） △120 0

経営構造改革費用 10,431 －

事業整理損失 － 845

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,280 △138

受取利息及び受取配当金 △521 △424

支払利息 9,698 8,821

持分法による投資損益（△は益） △2,302 △2,248

売上債権の増減額（△は増加） 1,596 2,191

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,062 △6,953

仕入債務の増減額（△は減少） △14,300 △1,386

その他 10,930 8,581

小計 34,640 48,068

利息及び配当金の受取額 973 648

利息の支払額 △9,769 △9,035

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 1,041 △6,282

営業活動によるキャッシュ・フロー 26,886 33,397

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △62 △5

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還によ
る収入

501 33

有形及び無形固定資産の取得による支出 △33,938 △38,180

有形及び無形固定資産の売却による収入 254 1,334

工事負担金等受入による収入 7,303 3,993

その他 △3,201 1,666

投資活動によるキャッシュ・フロー △29,143 △31,157
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(平成23年４月１日から
　平成23年９月30日まで)

当第２四半期連結累計期間
(平成24年４月１日から
　平成24年９月30日まで)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,407 8,907

長期借入れによる収入 70,476 80,516

長期借入金の返済による支出 △67,978 △87,747

社債の発行による収入 34,786 59,067

社債の償還による支出 △20,400 △60,400

配当金の支払額 △8,537 △8,536

少数株主への配当金の支払額 △102 △110

その他 △3,832 3,024

財務活動によるキャッシュ・フロー 4 △5,279

現金及び現金同等物に係る換算差額 54 104

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,198 △2,935

現金及び現金同等物の期首残高 33,020 23,588

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 180

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 15 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 30,837 20,833

EDINET提出書類

近畿日本鉄道株式会社(E04102)

四半期報告書

19/25



【会計方針の変更等】

当第２四半期連結累計期間
（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

減価償却方法の変更

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

なお、この変更による当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間
（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）

税金費用の計算

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、税引前四半期

純利益に一時差異等に該当しない重要な差異を加減した上で、法定実効税率を乗じて計算しております。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

従業員（住宅融資） 3,458百万円 従業員（住宅融資） 3,236百万円

その他10社 2,806百万円 その他10社 2,552百万円

計 6,265百万円 計 5,788百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

１．※(1) 販売費及び一般管理費の主な内訳

 
前第２四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から
平成23年９月30日まで）

当第２四半期連結累計期間
（平成24年４月１日から
平成24年９月30日まで）

人件費 21,258百万円 21,343百万円

諸経費 19,194百万円 19,442百万円

 

２．※(2) 経営構造改革費用

前第２四半期連結累計期間（平成23年４月1日から平成23年９月30日まで）

流通業での経営構造改革実施による不採算店舗の閉鎖等に伴う減損損失等であります。

 

※(3) 事業整理損

当第２四半期連結累計期間（平成24年４月1日から平成24年９月30日まで）

平成24年９月25日に連結子会社の㈱近鉄松下百貨店において平成25年２月末に店舗の閉鎖を決

定したことに伴い、減損損失等の事業整理損を計上しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から
平成23年９月30日まで）

当第２四半期連結累計期間
（平成24年４月１日から
平成24年９月30日まで）

現金及び預金勘定 31,252百万円 21,195百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △415百万円 △361百万円

現金及び現金同等物 30,837百万円 20,833百万円

 

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）

配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 8,537百万円 5円 平成23年３月31日平成23年６月27日利益剰余金

当第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）

配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月22日
定時株主総会

普通株式 8,536百万円 5円 平成24年３月31日平成24年６月25日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 運輸 不動産 流通
ホテル・
レジャー

その他 計
調整額

（注）１

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）２

売上高    　  　 　  

外部顧客への
売上高

104,56247,764193,86093,5235,098444,810 － 444,810

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

960 4,987 1,919 562 772 9,200△9,200 －

計 105,52352,751195,77994,0855,870454,011△9,200444,810

セグメント利益又は
損失（△）

14,0832,500 1,428△2,037 471 16,446 179 16,625

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去等であります。
２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
（固定資産に係る重要な減損損失）
「流通」セグメントにおいて、経営構造改革実施による不採算店舗の閉鎖等に伴う減損損失を計上してお
り、特別損失の「経営構造改革費用」に含めて表示しております。なお、当該減損損失の計上額は当第２四
半期連結累計期間において9,642百万円であります。

当第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 運輸 不動産 流通
ホテル・
レジャー

その他 計
調整額

（注）１

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）２

売上高    　  　 　  

外部顧客への
売上高

105,78946,771184,560107,7845,224450,130 － 450,130

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

1,0464,907 2,128 560 1,38810,031△10,031 －

計 106,83551,678186,689108,3456,613460,162△10,031450,130

セグメント利益 16,0352,752 1,3981,777 251 22,217 141 22,358

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等であります。
２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
（固定資産に係る重要な減損損失）
「不動産」セグメントにおける一部の事業用資産について減損損失を計上しております。また、「流
通」セグメントにおいて、事業整理による不採算店舗の閉鎖に伴う減損損失を計上しており、特別損失の
「事業整理損」に含めて表示しております。なお、当該減損損失の計上額は当第２四半期連結累計期間に
おいてそれぞれ、518百万円及び528百万円であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失（△）及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から
平成23年９月30日まで）

当第２四半期連結累計期間
（平成24年４月１日から
平成24年９月30日まで）

(1）１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損

失（△）
△84銭     5円45銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △1,432 9,286

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△1,432 9,286

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,703,780 1,703,815

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － 5円26銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益調整額（百万円） － 70

（うち支払利息（税額相当額控除後）（百万円）） (－) (70)

普通株式増加数（千株） － 75,949

（うち転換社債（千株）） (－) (75,949)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結

会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（注）前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、１株当たり四半期純損失の

ため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年11月12日

近畿日本鉄道株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉田　享司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　 浩 　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている近畿日本鉄道株式

会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から

平成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ

・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、近畿日本鉄道株式会社及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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